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イオン株式会社からの提案にかかる経過について 

 

当社は、平成23年3月29日付プレスリリース「イオン株式会社からの提案書の受領と、それに対する当社取

締役会の見解について」にて公表いたしましたとおり、イオン株式会社（以下「イオン」といいます。）から

の「本提案等」1について、平成23年3月29日付で当社取締役会の見解をイオンに送付しておりますが、その後

イオンより平成23年3月30日付書簡「貴社取締役会のご見解に関しまして」（別紙A）を受領し、本日、当該

書簡について「貴社提案に対する当社取締役会の見解について」（別紙B）をイオンに送付いたしましたので、

ここにお知らせする次第です。 

 

 イオンからの書簡によれば、「本ガバナンス案」1のうち、当社がまだ理解していない部分について、引き続

きご説明いただけるとのことです。しかしながら、当社取締役会は、「本ガバナンス案」において、イオンが

設定した期限である平成 23 年 3 月 29 日（火）正午までに回答がない場合には、当社が「本提案等を拒絶され

たものと理解せざるを得ない」との記載も踏まえ、当該期限までに議論を尽くし、「弊社見解」2に記載のとお

りの結論を既に出しております。もっとも、今後双方にとって合理的な検討期間に配慮して協議を継続するこ

と自体は反対するものではありません。 

 

なお、イオンは、①当社株式の取得について森トラスト株式会社（以下「森トラスト」といいます。）との

間で、何ら具体的な折衝、協議を行っていない、②持分法適用会社化の提案については、事前に当社取締役会

の同意を前提とする、③子会社化に関しては、現時点で具体的な提案をしてないことと、事前に当社取締役会

の同意を前提とする、との理由を挙げて、当社の「大規模買付行為への対応方針」3上「大規模買付行為」に

該当しないことは明らかであると主張されています。 

 

しかしながら、①は、「具体的な」折衝・協議がないというのみであって、現時点ですでに議決権の共同行

使の合意まである以上、｢大規模買付行為｣に該当することは否定できないものと考えます。②③も、CEO を

含む取締役の提案を行っている以上、あまりにも形式的な反論と言わざるを得ません。 

 

当社特別委員会では、すでにイオンの行為が、当社のルールに基づく一連の手続の対象となり得ると判断し

ており、今後さらに必要な検討を予定しております。 

                                                           
1 平成 23 年 3 月 17 日付にてイオンより受領した「貴社と当社の協力関係の構築につきまして」と題する書面、同月 23 日付「回答書」、及

び同月 25 日付「貴社のガバナンスに関する再提案」（以下「本ガバナンス案」といい、以上を併せて「本提案等」といいます。）を指し

ます。 
2
 平成 23 年 3 月 29 日付当社書簡「貴社提案に対する弊社取締役会の見解について」（平成 23 年 3 月 29 日付）を指します。 

3
 平成 20 年 4 月 10 日付当社プレスリリース「大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）に関するお知らせ」をご参照ください。 
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当社取締役会は、当社株主を含むお客様、テナント様、従業員等ステークホルダーのお考えも踏まえながら、

引き続き当社企業価値・株主価値最大化に向けて努力して参ります。今後、皆様にお伝えすべき事項が発生し

た場合には随時お知らせいたします。 

以 上 
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平成 23 年 3 月 31 日

イオン株式会社 御中

株式会社パルコ

貴社提案に対する当社取締役会の見解について

拝啓

貴社ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平成 23 年 3 月 30 日付貴信「貴社取締役会のご見解に関しまして」に記載の貴社ご要請、ご見

解について以下当社取締役会の考えをお伝え致します。なお、文中で言及されております書面に

ついては本信末尾の「用語の定義」をご参照下さい。

貴信によれば、「本ガバナンス案」のうち、当社がまだ理解していない部分について、引き続

きご説明いただけるとのことです。しかしながら、当社取締役会は、「本ガバナンス案」におい

て、貴社が設定した期限である 2011 年 3 月 29 日（火）正午までに回答がない場合には、当社が

「本提案等を拒絶されたものと理解せざるを得ない」との記載も踏まえ、当該期限までに議論を

尽くし、「弊社見解」に記載のとおりの結論を既に出しております。もっとも、今後双方にとっ

て合理的な検討期間に配慮して協議を継続すること自体は反対するものではありません。

なお、貴社は、①当社株式の取得について森トラスト株式会社（以下「森トラスト」といいます）

との間で、何ら具体的な折衝、協議を行っていない、②持分法適用会社化の提案については、事

前に当社取締役会の同意を前提とする、③子会社化に関しては、現時点で具体的な提案をしてな

いことと、事前に当社取締役会の同意を前提とする、との理由を挙げて、当社のルール上「大規

模買付行為」に該当しないことは明らかであると主張されています。

しかしながら、①は、「具体的な」折衝・協議がないというのみであって、現時点ですでに議

決権の共同行使の合意まである以上、｢大規模買付行為｣に該当することは否定できないものと考

えます。②③も、CEOを含む取締役の提案を行っている以上、あまりにも形式的な反論と言わざ

るを得ません。

当社特別委員会では、すでに貴社の行為が、当社のルールに基づく一連の手続の対象となり得

ると判断しており、今後さらに必要な検討を予定しております。

当社取締役会は、貴信及び本信につきましても、「本提案等」、それに纏わる一連のやり取り、

及び当社取締役会の回答の一環として、当社株主にとって重要な事実であると判断し、東京証券
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取引所の適時開示基準に基づきそれらを公表する可能性があります。当社株主を含むお客様、テ

ナント様、従業員等ステークホルダーのお考えも踏まえながら、引き続き当社企業価値・株主価

値最大化に向けて努力して参ります。何卒、ご理解の程お願い申し上げます。

用語の定義

「本提案」 平成 23 年 3 月 17 日付にて貴社より受領した「貴社と弊社

の協力関係の構築につきまして」と題する書面

「回答書」 平成 23 年 3 月 19 日付弊信「質問書」に対する平成 23 年 3

月 23 日付貴信「回答書」

「再提案」または「本ガバナンス案」 平成 23 年 3 月 25 日付貴信「貴社のガバナンスに関する再

提案」

「本提案等」 「本提案」、「回答書」及び「再提案」または「本ガバナ

ンス案」の総称

「基本合意書」 平成 23 年 3 月 28 日付にて貴社より受領した「資本・業務

提携に関する基本合意書」

「弊社見解」 平成 23 年 3 月 29 日付弊信「貴社提案に対する弊社取締役

会の見解について」

「本買収防衛策」 弊社第 69 期定時株主総会にて承認された「大規模買付行為

への対応方針（買収防衛策）」

敬具
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